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○仙台市屋外広告物条例施行規則 

平成一四年七月二日 

仙台市規則第六九号 

改正 平成一五年三月規則第九号 

平成一七年三月規則第二九号 

平成一七年六月規則第七九号 

平成一八年三月規則第一〇号 

平成一九年三月規則第一八号 

平成二一年四月規則第四一号 

平成二一年五月規則第四四号 

平成二一年一一月規則第六六号 

平成二三年六月規則第五三号 

平成二四年三月規則第五号 

平成二九年三月規則第四五号 

平成三〇年三月規則第三二号 

平成三一年三月規則第三〇号 

令和元年六月規則第六号 

令和二年九月規則第八〇号 

令和六年一〇月規則第六八号 

仙台市屋外広告物条例施行規則（平成元年仙台市規則第百号）の全部を改正する。 

目次 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第二章 広告物等の制限（第三条―第十三条） 

第三章 監督等（第十四条―第二十一条） 

第四章 広告物モデル地区等（第二十二条―第三十二条） 

第五章 屋外広告業（第三十三条―第四十三条） 

第六章 雑則（第四十四条） 

附則 

第一章 総則 

（平一七、六・章名追加） 

（趣旨） 
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第一条 この規則は、仙台市屋外広告物条例（平成元年仙台市条例第四号。第三十九条第一

項第二号を除き、以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（平一七、三・平一七、六・平二一、五・改正） 

（用語） 

第二条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

第二章 広告物等の制限 

（平一七、六・章名追加） 

（禁止物件の適用除外） 

第三条 条例第五条第一項ただし書に規定する規則で定める広告物等は、次に掲げる広告物

等とする。 

一 金属製でその形状が巻型又はそで型のもの 

二 布製又はビニール製でその形状が旗状のもの 

三 町内会その他の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成された団体が地

域の振興又は文化の向上のために祭礼、縁日その他の行事に際し、表示し、又は設置す

る広告幕（広告旗を含む。以下同じ。） 

（平二三、六・改正） 

（許可の申請） 

第四条 条例第八条第一項又は条例第十二条に規定する広告物等の表示又は設置の許可を

受けようとする者は、屋外広告物表示（設置）許可申請書を広告物等を表示し、又は設置

する場所を所管する区の区長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。ただし、申請に係る広

告物等がはり紙、はり札等、広告旗、立て看板等又は移動広告物である場合は、この限り

でない。 

一 広告物等を表示し、又は設置する場所の見取図 

二 広告物等の形状、寸法、材質及び構造を示す図面及び仕様書 

三 広告物等の表示の方法（特殊照明装置を使用するものにあってはその概要）を示す図

面及び仕様書 

四 広告物等を、他人の所有し、又は管理する土地、建築物又は工作物（以下「建築物等」

という。）に表示し、又は設置する場合にあっては、当該土地又は建築物等の使用の承

諾を証する書面の写し 

五 広告物等の表示又は設置に関し他の法令の規定による許可を要する場合にあっては、



3/46 

当該許可を受けていることを証する書面の写し 

六 その他市長が必要と認める図書 

３ 第一項の屋外広告物表示（設置）許可申請書の提出は、当該申請に係る広告物等が内容

及び大きさが同一である二以上のはり紙、はり札等、広告旗又は立て看板等で二以上の区

の区域にわたり表示又は設置するものである場合にあっては、同項の規定にかかわらず、

当該広告物等を表示する場所を所管する区の区長のいずれかに提出することにより行う

ことができる。 

４ 区長は、第一項の許可をしたときは、屋外広告物表示（設置）許可書を当該申請者に交

付するものとする。 

（平一七、六・平二一、五・改正） 

（許可の期間） 

第五条 条例第八条第二項（条例第九条第三項において準用する場合を含む。）の許可の期

間は、次の各号に掲げる広告物等の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる期間を超えな

い範囲で定めるものとする。 

一 はり紙、はり札等又はアドバルーン 一月以内 

二 広告幕 三月以内（当該広告幕が国家戦略特別区域法（平成二十五年法律第百七号）

第十七条第一項又は都市再生特別措置法（平成十四年法律第二十二号）第六十二条第一

項の規定により受けた道路法（昭和二十七年法律第百八十号）第三十二条第一項の許可

（次号及び第四号において「特例占用許可」という。）に係るものである場合にあって

は、一年以内） 

三 木製、金属製等の立て看板等で、印刷等により屋外広告物を直接表示したもの 四月

以内（当該立て看板等が特例占用許可に係るものである場合にあっては、一年以内） 

四 立て看板等で前号に掲げるもの以外のもの 二月以内（当該立て看板等が特例占用許

可に係るものである場合にあっては、一年以内） 

五 電柱類広告物又は移動広告物 一年以内 

六 建築物等の壁面若しくは屋上に表示し、若しくは設置する広告物等又は独立して地上

に表示し、若しくは設置する広告物等（以下「固定広告物」という。）で屋外広告士、

第十二条の三各号に掲げる者（同条第二号から第六号までに掲げる者にあっては、条例

第四十六条第一項又は条例第四十七条第一項第三号の講習会（以下「屋外広告物講習会」

という。）を修了した者に限る。以下「屋外広告士等」という。）又はこれらの者と同

等の知識及び技術を有すると市長が認める者を広告物等管理者として置いたもの（次号
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に掲げるものを除く。） 三年以内 

七 条例第三十一条の二第一項に規定する広告物景観地域のうち市長が別に定める範囲

内の固定広告物で屋外広告士等又はこれらの者と同等の知識及び技術を有すると市長

が認める者を広告物等管理者として置いたもの 二年以内 

八 固定広告物で第十九条に定める者を広告物等管理者として置いたもの 一年以内 

九 その他の広告物等 市長が定める期間 

２ 条例第八条第三項ただし書（条例第九条第三項において準用する場合を含む。）の市長

が良好な景観の形成に積極的に貢献すると認める広告物等は、前項第六号から第八号まで

に掲げる広告物等のうち次の各号に掲げるものとし、その表示又は設置に係る許可の期間

は、当該各号に掲げる広告物等の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる期間を超えない

範囲で定めるものとする。 

一 条例第三十七条第三項の規定による認定を受けた広告物協定、杜の都の風土を育む景

観条例（平成七年仙台市条例第五号）第二十一条第三項の規定による認定を受けた杜の

都景観協定又は景観法（平成十六年法律第百十号）第八十三条第一項の規定による認可

を受けた景観協定に係る固定広告物で条例第三十一条の二第二項第二号に規定する広

告物誘導基準に適合するもの 次のイ又はロに掲げる広告物等の区分に応じ、それぞれ

イ又はロに掲げる期間 

イ 前項第六号又は第七号に掲げる広告物等 六年以内 

ロ 前項第八号に掲げる広告物等 二年以内 

二 条例第三十三条第二号に規定する広告物美観維持基準に適合する固定広告物 前号

イ又はロに掲げる広告物等の区分に応じ、それぞれ同号イ又はロに掲げる期間 

（平一五、三・平一七、三・平一七、六・平一九、三・平二一、五・平二三、六・

平二九、三・平三〇、三・令六、一〇・改正） 

（変更等の許可の申請） 

第六条 条例第九条第一項に規定する広告物等の変更等の許可を受けようとする者は、屋外

広告物変更等許可申請書を当該広告物等について第四条第一項に規定する申請書を提出

した区長に提出しなければならない。 

２ 第四条第二項の規定は、前項の規定による申請について準用する。 

３ 条例第九条第二項に規定する広告物等の表示又は設置の継続の許可を受けようとする

者は、屋外広告物継続許可申請書を当該広告物等について第四条第一項に規定する申請書

を提出した区長に提出しなければならない。 



5/46 

４ 区長は、第一項又は前項の許可をしたときは、屋外広告物変更等許可書又は屋外広告物

継続許可書を当該申請者に交付するものとする。 

（平二一、五・平二一、一一・平三〇、三・改正） 

（変更等の許可の適用除外） 

第七条 条例第九条第一項に規定する規則で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

一 屋外広告物に表示した氏名、名称、店名若しくは商標並びに広告物等の大きさ及び構

造について同一性を失わない場合 

二 広告物等の維持管理に必要な塗料の塗り替え、補強又は修繕を行う場合 

三 劇場、映画館等の常設の興行場が、屋外広告物を掲出する物件の位置及び形状を変更

することなく、屋外広告物の内容を短期間に定期的に変更する場合 

四 店舗、事業所等が、その建築物の壁面に設置した広告幕を掲出する物件の位置及び形

状を変更することなく、広告幕の内容を短期間に定期的に変更する場合 

五 バス停留所の上屋に設置した屋外広告物を掲出する物件の位置及び形状を変更する

ことなく、屋外広告物の内容を短期間に定期的に変更する場合 

（平二一、一一・改正） 

（許可の基準） 

第八条 条例第十条第一項に規定する規則で定める基準は、別表第一のとおりとする。 

（適用除外の基準等） 

第九条 条例第十一条第一項第四号、同条第二項第一号、第二号、第五号及び第七号から第

九号まで並びに同条第四項の規則で定める基準（同項第四号に係るものを除く。）は、別

表第二のとおりとする。 

２ 条例第十一条第四項に規定する規則で定める基準（同項第四号に係るものに限る。）は、

別表第一の二の表、別表第二、広告物設置基準（広告物景観地域内に表示し、又は設置す

るものに限る。）及び広告物美観維持基準（広告物モデル地区内に表示し、又は設置する

ものに限る。）のとおりとする。 

（平二九、三・改正） 

第十条 条例第十一条第一項第四号に規定する公益上必要な施設又は物件は、次に掲げるも

のとする。 

一 都市公園内に設置される遊戯施設 

二 ベンチ 

三 くず入れ又は吸い殻入れ 
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四 噴水 

五 花壇 

六 街路灯柱 

七 前各号に定めるもののほか、市長が指定する施設又は物件 

第十条の二 条例第十一条第四項第四号に規定する規則で定める公益法人は、本市が基本財

産の四分の一以上を拠出している公益法人とする。 

（平二九、三・追加） 

（許可の表示） 

第十一条 条例第十四条に規定する許可を受けた旨の表示は、次に掲げる許可の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める証票を当該許可に係る広告物等の見やすい箇所にはり付けて

行うものとする。ただし、当該広告物等がはり紙、はり札等又は広告幕である場合にあっ

ては、屋外広告物許可済証印（様式第一号）を当該広告物等に押印することをもってこれ

に代えることができる。 

一 条例第八条第一項、条例第九条第二項又は条例第十二条に規定する許可 屋外広告物

許可済証（様式第二号） 

二 条例第九条第一項に規定する許可 屋外広告物変更等許可済証（様式第三号） 

２ 前項の証票又は屋外広告物許可済証印は、許可を行う際に交付又は押印するものとする。 

（平一七、六・平三〇、三・改正） 

（手数料の減免） 

第十二条 条例第十五条第三項の規定により手数料を減免する広告物等は次に掲げるもの

とする。 

一 商店街振興組合法（昭和三十七年法律第百四十一号）第二条第一項に規定する組合、

中小企業等協同組合法（昭和二十四年法律第百八十一号）第三条に規定する中小企業等

協同組合その他これらに準ずる団体が地域の振興又は文化の向上のために表示し、又は

設置する広告物等 

二 その他市長が必要があると認める広告物等 

２ 条例第十五条第三項の規定により手数料の減免を受けようとする者は、屋外広告物許可

申請手数料減免申請書を第四条第一項に規定する申請書を提出した区長に提出しなけれ

ばならない。 

（平一九、三・追加） 

（点検項目等） 
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第十二条の二 条例第十六条の二第一項の点検は、屋外広告物等の本体の基礎部分、支持部

分及び主要部材の変形及び腐食、接合部の劣化、表示面の破損及びはく離その他市長が別

に定める項目について、これらの項目の性質に応じ、適切と認める方法として市長が別に

定める方法により実施するものとする。 

２ 前項の点検は、広告物等の表示又は設置後三年以内ごとに一回行うものとする。ただし、

条例第八条第一項又は条例第九条第二項の規定による許可を受けた第五条第二項各号の

広告物等（同条第一項第八号に掲げるものに限る。）については、当該広告物等の表示又

は設置後一年以内ごとに一回行うものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる場合には、速やかに第一項の点検を行わなければ

ならない。 

一 既設の広告物等が別表第二に規定する適用除外の基準に適合しないこととなる場合 

二 既設の工作物へ広告物等を表示し、又は設置する場合 

三 屋外広告物の表示の内容に変更を加え、又は広告物等を改造し、若しくは移転する場合

（第七条各号の場合を除く。） 

四 暴風、豪雨、豪雪、地震その他異常な自然現象を原因として広告物等が公衆に対する危

害を及ぼすおそれがある場合 

五 その他市長が必要と認める場合 

４ 前項の規定により第一項の点検を行った場合における第二項の規定の適用については、

同項中「広告物等の表示又は設置後」とあるのは、「直近の次項の規定による点検後」と

する。 

（平二九、三・追加、令六、一〇・改正） 

（点検を実施する者） 

第十二条の三 条例第十六条の二第一項の規則で定める者は、次に掲げる者（第二号から第

六号までに掲げる者にあっては、屋外広告物講習会を修了した者に限る。）とする。 

一 職業能力開発促進法（昭和四十四年法律第六十四号）第四十四条第一項の技能検定に

合格した一級広告美術仕上げ技能士 

二 建築士法（昭和二十五年法律第二百二号）第二条第二項に規定する一級建築士又は同

条第三項に規定する二級建築士 

三 電気工事士法（昭和三十五年法律第百三十九号）第三条第三項に規定する特種電気工

事資格者（ネオン工事に係るものに限る。） 

四 電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）第四十四条第一項第一号の第一種電気主
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任技術者免状、同項第二号の第二種電気主任技術者免状又は同項第三号の第三種電気主

任技術者免状の交付を受けている者 

五 建設業法（昭和二十四年法律第百号）第二十七条第一項の技術検定（建設業法施行令

（昭和三十一年政令第二百七十三号）第三十四条第一項の表検定種目の欄に掲げる土木

施工管理、建築施工管理、電気工事施工管理の種目に係るものに限る。）に合格した者 

六 技術士法（昭和五十八年法律第二十五号）第二条第一項に規定する技術士（技術士法

施行規則（昭和五十九年総理府令第五号）第二条第四号の電気電子部門及び同条第九号

の建設部門に係る同法第六条第一項の二次試験に合格したものに限る。） 

七 前各号に掲げる者のほか、広告物等の点検を実施するために必要な知識及び技術を有

すると市長が認める者 

（平二九、三・追加、平三〇、三・改正、令二、九・改正） 

（点検の適用除外） 

第十二条の四 条例第十六条の二第一項ただし書の規則で定める広告物等は、次に掲げる広

告物等とする。 

一 はり紙、はり札等 

二 広告幕 

三 立て看板等 

四 電柱類広告物 

五 移動広告物 

六 アドバルーン 

（平二九、三・追加） 

（点検結果の提出） 

第十二条の五 条例第十六条の二第二項の規則で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

一 条例第八条第一項の規定による許可を受けようとする場合（第十二条の二第三項第一

号又は第二号の場合に限る。） 

二 条例第九条第一項の規定による許可を受けようとする場合（第十二条の二第三項第三

号の場合に限る。） 

三 条例第八条第一項又は条例第九条第二項の規定による許可を受けた第五条第二項各

号の広告物等について、次のイ又はロに掲げる広告物等の区分に応じ、それぞれイ又は

ロに掲げる期間を経過した場合 

イ 第五条第一項第六号又は第七号に掲げる広告物等 当該許可を受けた日から三年 
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ロ 第五条第一項第八号に掲げる広告物等 当該許可を受けた日から一年 

四 広告物等による公衆に対する危害を防止するため、市長が特に必要と認める場合 

２ 条例第十六条の二第二項に規定する点検の結果の提出は、点検の結果を記載した報告書

（次項において「安全点検報告書」という。）を提出することにより行う。 

３ 安全点検報告書は、提出する日の前三月以内に実施した点検の結果に基づき作成された

ものでなければならない。 

（平二九、三・追加、令六、一〇・改正） 

（工事完了届出等の必要な広告物） 

第十三条 条例第十七条第二項に規定する広告物等を除却した旨を届け出なければならな

い広告物等及び条例第三十条第四項に規定する表示若しくは設置に必要な工事を完了し

た旨又は滅失した旨を届け出なければならない広告物等は、次に掲げる広告物等とする。 

一 固定広告物 

二 電柱類広告物 

２ 前項の届出は、屋外広告物工事完了（除却・滅失）届出書を、当該届出に係る広告物等

に関し第四条第一項に規定する申請書を提出した区長に提出して行うものとする。 

（平一七、三・改正、平一九、三・旧第十二条繰下） 

第三章 監督等 

（平一七、六・章名追加） 

（違反広告物である旨の表示） 

第十四条 条例第二十条に規定する条例に違反する旨の表示は、警告書（様式第四号）を当

該違反に係る広告物等にはり付けて行うものとする。 

（平一七、三・改正、平一九、三・旧第十三条繰下） 

（広告物等を保管した場合の掲示の場所） 

第十五条 条例第二十二条第一項第一号に規定する規則で定める場所は、保管した広告物等

の放置されていた場所を所管する区の区役所の掲示場とする。 

（平一七、三・追加、平一九、三・旧第十四条繰下） 

（保管広告物等一覧簿の閲覧） 

第十六条 条例第二十二条第二項の規定による保管広告物等一覧簿の閲覧の場所は、前条の

区役所の建設部街並み形成課とする。 

２ 保管広告物等一覧簿を閲覧しようとする者は、保管広告物等一覧簿閲覧申請書を前条の

区の区長に提出するものとする。 
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（平一七、三・追加、平一八、三・改正、平一九、三・旧第十五条繰下） 

（広告物等を売却する場合の手続） 

第十七条 条例第二十四条の規定による広告物等の売却は、競争入札に付して行うものとす

る。ただし、競争入札に付しても入札者がない広告物等その他競争入札に付することが適

当でないと認められる広告物等については、随意契約により売却することができる。 

２ 前項に定めるもののほか、広告物等を売却する場合の手続については、仙台市契約規則

（昭和三十九年仙台市規則第四十七号）の規定を準用する。 

（平一七、三・追加、平一九、三・旧第十六条繰下） 

（身分証明書） 

第十八条 条例第二十七条第二項に規定する身分を示す証明書の様式は、様式第五号による。 

（平一七、三・旧第十四条繰下・改正、平一九、三・旧第十七条繰下） 

（管理者の設置） 

第十九条 条例第二十九条に規定する規則で定める資格を有する者は、屋外広告士等又は屋

外広告物講習会の課程を修了した者若しくはこれと同等の知識及び技術を有すると市長

が認める者（当該広告物等が建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第百

三十八条第一項各号に掲げる工作物に該当しない場合に限る。）とする。 

（平二九、三・全改） 

第二十条 条例第二十九条ただし書に規定する規則で定める広告物等は、次に掲げる広告物

等とする。 

一 はり紙又ははり札等 

二 広告幕 

三 立て看板等 

四 移動広告物 

五 アドバルーン 

（平一七、三・旧第十六条繰下・改正、平一七、六・改正、平一九、三・旧第十九

条繰下） 

（管理者等の届出） 

第二十一条 条例第三十条第一項に規定する広告物等管理者の設置の届出、同条第二項に規

定する広告物等の表示者等の変更の届出及び同条第三項に規定する広告物等の表示者等

の氏名等の変更の届出は、屋外広告物管理者設置等届出書により行うものとする。 

２ 第十三条第二項の規定は、前項の届出について準用する。 
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（平一五、三・改正、平一七、三・旧第十七条繰下・改正、平一九、三・旧第二十

条繰下・改正） 

第四章 広告物モデル地区等 

（平一七、六・章名追加） 

（広告物モデル地区内における届出） 

第二十二条 条例第三十五条に規定する広告物等を表示し、又は設置しようとする場合及び

広告物等を変更し、改造し、又は移転しようとする場合の届出は、広告物等を表示し、又

は設置しようとする場合にあっては屋外広告物表示（設置）届出書を、広告物等を変更し、

改造し、又は移転しようとする場合にあっては屋外広告物変更等届出書を、第四条第一項

に規定する申請書を提出した区長に提出しなければならない。 

２ 条例第三十五条ただし書に規定する規則で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

一 はり紙、はり札等、広告旗、立て看板等又は移動広告物を表示し、又は設置しようと

する場合 

二 表示面積が一平方メートル以内の広告物等を表示し、又は設置しようとする場合 

三 広告物等の表示又は設置の期間が一月以内の場合 

四 国又は地方公共団体が、その所有し、又は管理する土地又は物件に広告物等を表示し、

又は設置しようとする場合 

五 法令の規定による標識その他これに類する広告物等を表示し、又は設置しようとする

場合 

（平一七、三・旧第十八条繰下・改正、平一七、六・改正、平一九、三・旧第二十

一条繰下、平三〇、三・改正） 

（広告物協定に係る広告物等に関する基準） 

第二十三条 条例第三十七条第一項に規定する規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

一 広告物等の意匠に関する事項 

二 広告物等の表示の方法に関する事項 

（平一七、三・旧第十九条繰下・改正、平一九、三・旧第二十二条繰下） 

（広告物協定書の記載事項等） 

第二十四条 条例第三十七条第二項に規定する協定書（以下「協定書」という。）を作成す

る場合は、当該協定書に次に掲げる事項を記載するものとする。 

一 協定の名称 

二 協定の代表者の氏名及び住所 
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三 協定の対象となっている土地の区域（以下「協定地区」という。） 

四 協定地区における広告物等に関する基準 

五 協定の有効期間 

六 協定の違反があった場合の措置その他協定の実施に関する事項 

七 協定への加入又は協定からの脱退の手続 

八 協定の廃止及び変更の手続 

２ 協定書には、協定を締結した者が署名しなければならない。 

（平一七、三・旧第二十条繰下・改正、平一九、三・旧第二十三条繰下） 

（広告物協定の認定の申請） 

第二十五条 条例第三十七条第二項に規定する広告物協定の認定の申請をしようとする者

は、広告物協定認定申請書に広告物協定書の正本及び副本並びに次に掲げる書類の正本及

び副本を添えて市長に提出しなければならない。 

一 協定を締結した理由書 

二 協定地区の付近見取図 

三 協定地区を表示する図面 

四 代表者選任届 

五 その他市長が必要と認めて指示した書類 

（平一七、三・旧第二十一条繰下・改正、平一九、三・旧第二十四条繰下） 

（広告物協定の認定） 

第二十六条 条例第三十七条第三項に規定する規則で定める要件は、次に掲げるものとする。 

一 協定区域内の土地、建築物等又は広告物等の利用を不当に制限するものでないこと 

二 条例第一条の目的に合致するものであること 

三 協定の変更（第二十四条第一項第三号に掲げる事項の変更を除く。）の場合は、当該

協定を締結した者（当該変更時において同項第七号の手続により加入した者を含み、当

該手続により脱退した者を除く。以下同じ。）の全員の合意によるものとされているこ

と 

四 協定の廃止の場合は、当該協定を締結した者の過半数の合意によるものとされている

こと 

（平一七、三・旧第二十二条繰下・改正、平一九、三・旧第二十五条繰下・改正） 

第二十七条 市長は、条例第三十七条第三項に規定する審査の結果、協定書の内容が、前条

に規定する要件に該当すると認める場合はその旨を広告物協定認定通知書により、該当し
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ないと認める場合はその旨を広告物協定認定否認通知書により、協定の代表者に通知する

ものとする。 

（平一七、三・旧第二十三条繰下・改正、平一九、三・旧第二十六条繰下） 

（協定代表者） 

第二十八条 協定が条例第三十七条第三項の規定により広告物協定の認定を受けた場合は、

当該協定の代表者を広告物協定を締結した者の代表者（以下「協定代表者」という。）と

する。 

２ 条例第三十七条第五項に規定する協定代表者の変更の届出は、変更後の協定代表者が広

告物協定代表者変更届出書を添えて市長に届け出ることにより行うものとする。 

（平一七、三・旧第二十四条繰下・改正、平一九、三・旧第二十七条繰下） 

（広告物協定の変更） 

第二十九条 条例第三十七条第五項に規定する広告物協定の変更の届出は、協定代表者が広

告物協定変更届出書に次に掲げる書類の正本及び副本を添えて市長に提出することによ

り行うものとする。 

一 変更後の広告物協定書 

二 変更の理由書 

三 協定地区を変更した場合にあっては、変更後の協定地区を表示する図面 

四 広告物協定の変更（第二十四条第一項第三号に掲げる事項に係るものを除く。）が当

該広告物協定を締結した者の全員の合意によることを証する書類 

五 その他市長が必要と認めて指示した書類 

（平一七、三・旧第二十五条繰下・改正、平一九、三・旧第二十八条繰下・改正） 

（広告物協定の廃止） 

第三十条 条例第三十七条第五項に規定する広告物協定の廃止の届出は、協定代表者が広告

物協定廃止届出書に次に掲げる書類の正本及び副本を添えて市長に提出することにより

行うものとする。 

一 廃止の理由書 

二 広告物協定の廃止が当該広告物協定を締結した者の過半数の合意によることを証す

る書類 

三 その他市長が必要と認めて指示した書類 

（平一七、三・旧第二十六条繰下・改正、平一九、三・旧第二十九条繰下） 

（広告物協定の締結者の変更） 
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第三十一条 条例第三十七条第五項に規定する広告物協定を締結した者の範囲の変更（以下

この条において「締結者の変更」という。）の届出は、協定代表者（第二十八条第二項に

規定する場合にあっては、変更後の協定代表者をいう。）が広告物協定締結者変更届出書

に次に掲げる書類の正本及び副本を添えて市長に提出することにより行うものとする。 

一 締結者の変更が締結者の加入によるものである場合は、加入者が署名した広告物協定

加入申込書 

二 締結者の変更が締結者の脱退によるものである場合は、脱退者が署名した広告物協定

脱退申込書 

三 締結者の加入又は脱退が第二十四条第一項第七号の手続に従って行われたことを証

する書類 

（平一七、三・旧第二十七条繰下・改正、平一九、三・旧第三十条繰下・改正） 

（広告物協定の取消し） 

第三十二条 市長は、条例第三十七条第六項の規定により広告物協定の認定の取消をした場

合は、広告物協定認定取消通知書によりその旨を協定代表者に通知するものとする。 

（平一七、三・旧第二十八条繰下・改正、平一九、三・旧第三十一条繰下） 

第五章 屋外広告業 

（平一七、六・章名追加） 

（更新の登録の申請期限） 

第三十三条 屋外広告業者は、条例第三十八条第三項の更新の登録を受けようとするときは、

現に受けている登録の有効期間の満了の日の三十日前までに市長に申請しなければなら

ない。 

（平一七、六・全改、平一九、三・旧第三十二条繰下） 

（登録申請書の添付書類） 

第三十四条 条例第三十九条第二項に規定する規則で定める書類は、次に掲げるものとする。 

一 選任する業務主任者が条例第四十七条第一項各号のいずれかに該当する者であるこ

とを証する書面 

二 登録申請者（法人である場合にあってはその役員を、屋外広告業に関し成年者と同一

の行為能力を有しない未成年者である場合にあってはその法定代理人（法人である場合

にあってはその役員を含む。次号において同じ。）を含む。）の略歴を記載した書面 

三 登録申請者（屋外広告業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場

合にあっては、その法定代理人を含む。）の住民票の写し又はこれに代わる書面（以下
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「住民票の写し等」という。） 

四 登録申請者が法人である場合にあっては、登記事項証明書及びその役員の住民票の写

し等 

五 選任する業務主任者の住民票の写し等 

（平一七、六・全改、平一九、三・旧第三十三条繰下、平二四、三・改正） 

（変更の届出） 

第三十五条 条例第四十二条第一項の規定による届出は、屋外広告業登録事項変更届出書に

より行うものとする。 

２ 前項の屋外広告業登録事項変更届出書には、次の各号に掲げる変更の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める書面を添付しなければならない。 

一 条例第三十九条第一項第一号に掲げる事項の変更 登記事項証明書又は住民票の写

し等 

二 条例第三十九条第一項第二号に掲げる事項の変更（登記事項の変更を必要とする場合

に限る。） 登記事項証明書 

三 条例第三十九条第一項第三号に掲げる事項の変更 登記事項証明書及び当該役員の

住民票の写し等並びに新たに役員となる者がある場合においては、その者が条例第四十

一条第一項第一号から第四号までのいずれにも該当しない者であることを誓約する書

面及びその者の略歴を記載した書面 

四 条例第三十九条第一項第四号に掲げる事項の変更 当該法定代理人（法人である場合

にあってはその役員を含む。）の住民票の写し等並びに新たに法定代理人となる者があ

る場合においては、その者（法人である場合にあってはその役員を含む。以下この号に

おいて同じ。）が条例第四十一条第一項第一号から第四号までのいずれにも該当しない

者であることを誓約する書面及びその者の略歴を記載した書面 

五 条例第三十九条第一項第五号に掲げる事項の変更 当該業務主任者の住民票の写し

等及び新たに業務主任者となる者がある場合においては、その者が条例第四十七条第一

項各号のいずれかに該当する者であることを証する書面 

（平一七、六・追加、平一九、三・旧第三十四条繰下、平二四、三・改正） 

（屋外広告業者登録簿の閲覧） 

第三十六条 条例第四十三条の規定による屋外広告業者登録簿の閲覧の場所は、都市整備局

計画部都市景観課とする。 

（平一七、六・追加、平一八、三・改正、平一九、三・旧第三十五条繰下） 
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（廃業等の手続） 

第三十七条 条例第四十四条第一項の規定による届出は、屋外広告業廃業等届出書により行

うものとする。 

（平一七、六・追加、平一九、三・旧第三十六条繰下） 

（講習会等） 

第三十八条 条例第四十六条第一項に規定する講習会には、次に掲げる課程を置くものとす

る。 

一 広告物等に係る法令に関する課程 

二 屋外広告物の表示方法に関する課程 

三 広告物等の施工方法に関する課程 

２ 市長は、前項の講習会を開催しようとする場合は、開催する日の三十日前までに、日時、

会場、申込受付期間等について公告するものとする。 

３ 第一項の講習会を受講しようとする者は、屋外広告物講習会申込書に写真及び履歴書を

添付して市長に提出しなければならない。 

４ 条例第四十六条第三項に規定する受講手数料の免除は、別表第三の左欄に掲げる資格を

有する者の区分に応じ、それぞれ同表中欄に掲げる課程につき同表右欄に掲げる額を免除

する。 

５ 前項の免除を受けようとする者は、第三項の申込書に別表第三の左欄に掲げる者である

ことを証する書面の写しを添付しなければならない。 

６ 市長は、第一項の講習会の課程を終了した者に対し、屋外広告物講習会修了証書（様式

第六号）を交付するものとする。 

７ 前項の屋外広告物講習会修了証書を紛失し、又は毀損した者は、市長にその旨を申し出

て再交付を受けることができる。 

（平一七、三・旧第三十一条繰下・改正、平一七、六・旧第三十四条繰下・改正、

平一九、三・旧第三十七条繰下） 

（講習会の修了者と同等以上の知識を有する者） 

第三十九条 条例第四十七条第一項第五号に規定する講習会の修了者と同等以上の知識を

有する者は、次に掲げる要件に該当する者で市長が認定したものとする。 

一 広告物等の表示又は設置に関する業務に責任者として通算五年以上従事した経験が

あること 

二 過去五年間屋外広告物法（昭和二十四年法律第百八十九号）並びにこれに基づく条例
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及び規則に違反したことがないこと 

２ 前項の市長の認定を受けようとする者は、屋外広告物講習会修了者等認定申請書に履歴

書及び同項第一号の要件に該当することを証する書面を添付して市長に提出しなければ

ならない。 

３ 市長は、第一項に規定する認定を行った場合は、屋外広告物講習会修了者等認定書（様

式第七号）を前項の申請者に交付するものとする。 

（平一七、三・旧第三十二条繰下・改正、平一七、六・旧第三十五条繰下・改正、

平一九、三・旧第三十八条繰下、令二、九・改正） 

（標識の掲示） 

第四十条 条例第四十八条に規定する規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

一 屋外広告業者が法人である場合にあっては、その代表者の氏名 

二 登録年月日 

三 営業所の名称 

四 業務主任者の氏名 

２ 条例第四十八条の規定により屋外広告業者が掲げる標識は、様式第八号による。 

（平一七、六・追加、平一九、三・旧第三十九条繰下） 

（帳簿の記載事項等） 

第四十一条 条例第四十九条の規定により屋外広告業者が備える帳簿の記載事項は、次に掲

げる事項とする。 

一 注文者の氏名又は名称及び住所又は事務所若しくは事業所の所在地 

二 広告物等を表示し、又は設置した場所 

三 表示し、又は設置した広告物等の名称又は種類及び数量 

四 広告物等を表示し、又は設置した年月日 

五 請負金額 

２ 条例第四十九条の規定により屋外広告業者が備える帳簿は、様式第九号による。 

３ 第一項各号に掲げる事項が電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体（電子

的方式、磁気的方式その他の人の知覚によっては認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものに係る記録媒体をいう。以

下この項及び次項において同じ。）に記録され、必要に応じ屋外広告業者の営業所におい

て電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面に表示される場合は、当該ファイル又は電

磁的記録媒体への記録をもって前項の帳簿への記載に代えることができる。 
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４ 第二項の帳簿（前項の場合における同項のファイル又は電磁的記録媒体を含む。次項に

おいて同じ。）は、広告物等の表示又は設置に係る契約ごとに作成しなければならない。 

５ 第二項の帳簿は、各事業年度の末日をもって閉鎖するものとし、閉鎖後五年間営業所ご

とに保存しなければならない。 

（平一七、六・追加、平一九、三・旧第四十条繰下、令六、一〇・改正） 

（監督処分簿の閲覧） 

第四十二条 条例第五十二条第一項の規定による屋外広告業者監督処分簿の閲覧の場所は、

都市整備局計画部都市景観課とする。 

（平一七、六・追加、平一八、三・改正、平一九、三・旧第四十一条繰下） 

（身分証明書） 

第四十三条 条例第五十三条第二項において準用する条例第二十七条第二項に規定する身

分を示す証明書の様式は、様式第十号による。 

（平一七、六・追加、平一九、三・旧第四十二条繰下） 

第六章 雑則 

（平一七、六・章名追加、平二一、四・旧第七章繰上） 

（実施細目） 

第四十四条 この規則の実施細目は、都市整備局長が定める。 

（平一七、三・旧第三十六条繰下、平一七、六・旧第三十九条繰下、平一九、三・

旧第四十六条繰下、平二一、四・旧第四十七条繰上） 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成十四年八月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第三条、第五条、第八条、第九条及び第十条の規定が適用される広告物等については、

これらの規定は、仙台市屋外広告物条例の一部を改正する条例（平成十四年仙台市条例第

二十五号）附則第三項に規定する期間が経過する日までの間、適用しない。 

３ 改正前の仙台市屋外広告物条例施行規則（以下「旧規則」という。）第十九条第二項の

規定により広告物協定の認定を受けた者は、改正後の仙台市広告物条例施行規則（以下「新

規則」という。）第二十三条の規定により広告物協定の認定を受けた者とみなす。 

４ 別段の定めがあるものを除き、この規則の施行の日前に旧規則の規定によりなされた手

続その他の行為は、新規則の相当規定によりなされた手続その他の行為とみなす。 
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附 則（平一五、三・改正） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平一七、三・改正） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平一七、六・改正） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成十七年七月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第一の規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後に表

示又は設置に係る許可の申請があった広告物等について適用し、施行日前に表示又は設置

に係る許可の申請があった広告物等については、なお従前の例による。 

３ 改正後の別表第二の規定は、施行日以後に表示し、又は設置する広告物等について適用

し、施行日前に表示し、又は設置した広告物等については、なお従前の例による。 

附 則（平一八、三・改正） 

この規則は、平成十八年四月一日から施行する。 

附 則（平一九、三・改正） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、別表第一及び別表第二の改正規定は、平

成十九年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第一の規定は、平成十九年四月一日以後に表示又は設置に係る許可の申請

があった広告物等について適用し、同日前に表示又は設置に係る許可の申請があった広告

物等については、なお従前の例による。 

３ 改正後の別表第二の規定は、平成十九年四月一日以後に表示し、又は設置する広告物等

について適用し、同日前に表示し、又は設置した広告物等については、なお従前の例によ

る。 

附 則（平二一、四・改正） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平二一、五・改正） 

この規則は、平成二十一年七月一日から施行する。ただし、第一条、第四条及び第六条の

改正規定は、公布の日から施行する。 
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附 則（平二一、一一・改正） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第六条及び別表第一の規定は、この規則の施行の日以後に表示又は設置に係る

許可の申請があった広告物等について適用し、同日前に表示又は設置に係る許可の申請が

あった広告物等については、なお従前の例による。 

附 則（平二三、六・改正） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平二四、三・改正） 

この規則は、平成二十四年四月一日から施行する。 

附 則（平二九、三・改正） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成二十九年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に仙台市屋外広告物条例（平成元年仙台市条例第四号。以下「条

例」という。）」第八条第一項又は条例第九条第二項の許可を受けている第五条第一項第

六号又は第七号に掲げる広告物等（同条第二項各号の固定広告物に限る。）については、

この規則の施行の日（以下「施行日」という。）から三年間は、改正後の第十二条の五第

二項の規定は、適用しない。 

３ この規則の施行の際現に条例第八条第一項又は条例第九条第二項の許可を受けている

第五条第一項第八号に掲げる広告物等（同条第二項各号の固定広告物に限る。）について

は、施行日から一年間は、改正後の第十二条の五第二項の規定は、適用しない。 

４ この規則の施行の際現に条例の規定による許可を受けている広告物等に係る条例第九

条第一項（広告物等の改造又は移転に係る場合に限る。）又は第二項の許可を受けようと

する場合に行う点検の結果の提出については、施行日から六月間は、改正後の第十二条の

五第二項の規定にかかわらず、屋外広告物継続許可申請書を提出することにより行うこと

ができる。 

附 則（平三〇、三・改正） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 
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（経過措置） 

２ 改正後の第五条の規定は、この規則の施行の日以後に表示又は設置に係る許可の申請が

あった広告物等について適用し、同日前に表示又は設置に係る許可の申請があった広告物

等については、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の仙台市屋外広告物条例施行規則の規

定により交付されている屋外広告物変更許可済証は、この規則による改正後の仙台市屋外

広告物条例施行規則の規定により交付された屋外広告物変更等許可済証とみなす。 

附 則（平三一、三・改正） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（仙台市屋外広告物条例施行規則の一部改正に伴う経過措置） 

２ この規則の施行の際現にある第八号の規定による改正前の仙台市屋外広告物条例施行

規則様式第一号又は様式第二号による屋外広告物許可済証及び同規則様式第三号による

屋外広告物変更等許可済証は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

附 則（令元、六・改正） 

この規則は、令和元年七月一日から施行する。 

  附 則（令二、九・改正） 

 この規則は、令和二年十月一日から施行する。 

附 則（令六、一〇・改正） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第十二条の二の改正規定及び第十二条の

五第一項の改正規定は、令和六年十一月一日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第十二条の二第二項（同条第四項の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）の規定は、施行日以後に表示又は設置された広告物等（仙台市屋外広告物条例（平

成元年仙台市条例第四号。以下「条例」という。）第一条に規定する広告物等をいう。以

下同じ。）について適用する。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の第十二条の二第二項（同条第四項の規定により読み

替えて適用する場合に限る。）の規定は、施行日の前日に現に表示又は設置されている広

告物等で施行日以後に同条第三項の規定による点検が行われたものについても適用する。 

４ 改正後の第十二条の五第一項第一号及び第二号の規定は、それぞれ施行日から三月を経
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過した日以後に行われた第四条第一項の規定による申請及び第六条第一項の規定による

申請について適用し、施行日前に行われたこれらの申請については、なお従前の例による。 

 

別表第１ 許可の基準（第８条関係） 

（平17，６・平19，３・平21，11・平29，３・改正） 

１ はり紙，はり札等，広告幕，立て看板等，電柱類広告物，移動広告物及びアドバルー

ン 

広告物等の

種類 

広告物等の大きさ等 表示又は設置の方法等 

はり紙 

はり札等 

面積が1平方メートル以内である

こと 

同一のものを2枚以上続けてはり付け又

はつり下げないこと 

広告幕 1 懸垂状のものにあっては，幅が

1.8メートル以内で，かつ，長さ

が20メートル以内であること 

2 横断状のものにあっては，幅が

0.9メートル以内であること 

3 電力柱，電信電話柱，街路灯柱

又は軌道柱（以下「電力柱等」と

いう。）に表示し，又は設置する

ものにあっては，幅が0.6メート

ル以内で，かつ，長さが1.8メー

トル以内であること 

4 アーケードの支柱，はりその他

これらに類するものに表示し，又

は設置するものにあっては，次の

要件に適合するものであること 

(1) 横断状のものにあっては，幅

が0.9メートル以内であること 

(2) その他のものにあっては，幅

が1メートル以内で，かつ，長

さが2メートル以内であること 

1 建築物の壁面を利用して表示し，又は

設置するものにあっては，建築物の窓又

は開口部をふさいで表示し，又は設置す

るものでないこと 

2 横断状のものにあっては，地上からそ

の最下端までの距離が4.5メートル以上

であること 

3 電力柱等に表示し，又は設置するもの

にあっては，次の要件に適合するもので

あること 

(1) 電力柱等に取り付けられた支柱に

添架するものであること 

(2) 同一の電力柱等に3個以上の広告物

等を表示し，又は設置しないこと 

4 広告旗にあっては，地上からその最上

端までの距離が3メートル以内であるこ

と 



23/46 

5 広告旗にあっては，幅が0.6メー

トル以内で，かつ，長さが1.8メ

ートル以内であること 

立て看板等 面積が3平方メートル以内で，か

つ，高さが3メートル以内であるこ

と 

容易に倒伏等をしないように固定する

こと 

電柱類広告

物 

1 電力柱等に表示し，又は設置す

るものにあっては，次の要件に適

合するものであること 

(1) 巻型のものにあっては，巻き

幅が0.9メートル以内で，かつ，

長さが1.8メートル以内である

こと 

(2) そで型のものにあっては，幅

が0.5メートル以内，長さが1.8

メートル以内及び電力柱等か

ら水平方向に突き出している

部分の長さが1メートル以内で

あること 

2 消火栓標識に添架して表示し，

又は設置するものにあっては，幅

が0.8メートル以内で，かつ，長

さが0.4メートル以内であること 

3 バス停留所標識に添架して表示

し，又は設置するものにあって

は，幅が0.45メートル以内で，か

つ，長さが当該バス停留所標識

（支柱等の部分を除く。）の高さ

の3分の1以内であること 

1 電力柱等に表示し，又は設置するもの

にあっては，次の要件に適合するもので

あること 

(1) 巻型のものにあっては，地上からそ

の最下端までの距離が1.2メートル以

上であること 

(2) そで型のものにあっては，地上から

その最下端までの距離が2.5メートル

（広告物等が車道上に突き出ている

場合にあっては，4.5メートル）以上で

あること 

(3) 同一の電力柱等に3個以上の広告物

等を表示し，又は設置しないこと 

2 消火栓標識に添架して表示し，又は設

置するものにあっては，地上からその最

下端までの距離が2.5メートル（広告物等

が車道上に突き出ている場合にあって

は，4.5メートル）以上であること 

移動広告物 表示面積の合計が40平方メート

ル以内であること 

1 車体に直接屋外広告物の内容を塗り書

きし，若しくは密着し，又は広告物等を
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はり付けるものであること 

2 蛍光性，発光性又は反射効果を有する

塗料又は材質を使用しないこと 

3 特殊照明装置を使用しないこと 

アドバルー

ン 

気球から懸垂して屋外広告物の

内容を表示する部分の幅が1.8メー

トル以内で，かつ，長さが20メート

ル以下であること 

1 掲揚高度が地上から20メートル以上

で，かつ，50メートル以内であること 

2 掲揚時に電線、煙突その他の施設に接

触するおそれのない位置に表示するこ

と 

２ 固定広告物 

広告物

等の種

類 

基準の区分 共通基準 第1種許可地域並

びに第2種許可地

域及び第3種許可

地域（公共施設等

の敷地（官公署、

学校、図書館、公

民館、博物館、美

術館、体育館、変

電所その他市長

が指定する施設

の敷地をいう。以

下この表におい

て同じ。）に限

る。） 

第2種許可地域

（公共施設等の

敷地を除く。） 

第3種許可地域

（公共施設等の

敷地を除く。） 

建築物

等の壁

面に表

示し，又

は設置

する広

告物等

広告物等の

大きさ等 

1 壁面広告物が

壁面の上端から

上方へ突き出す

場合にあって

は，当該壁面か

ら突き出してい

る部分の長さが

建築物等の壁

面について，その

1面につき，当該

壁面に表示し，又

は設置する壁面

広告物の面積の

合計が当該壁面

1 建築物等（バス停留所の上屋を

除く。）の壁面について、その1

面につき、当該壁面に表示し、

又は設置する壁面広告物の面積

の合計が当該壁面の面積の3分

の1以内であること 

2 バス停留所の上屋の壁面に表
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（以下

「壁面

広告物」

とい

う。） 

1メートル以内

であること 

2 壁面広告物が

壁面から水平方

向に突き出す場

合にあっては，

当該壁面から突

き出している部

分の長さが1.5メ

ートル以内で，

かつ，当該部分

のうち道路上に

突き出している

部分の長さが1

メートル以内で

あること 

3 壁面広告物が

道路上に突き出

している場合に

あっては，地上

から当該壁面広

告物の最下端ま

での距離が2.5メ

ートル（当該壁

面広告物が車道

上に突き出てい

る場合にあって

は，4.5メートル）

以上であること 

の面積の6分の1

以内であること 

示し、又は設置するものにあっ

ては、1個の壁面広告物の面積が

1面につき2平方メートル以内で

あること 

表示又は設

置の方法等 

建築物の窓又は

開口部をふさいで

自家用広告物

であること 

バス停留所の上屋の壁面に表示

し、又は設置するものにあっては、
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表示し，又は設置

するものでないこ

と 

街並みに調和し、周辺の景観を損

なうおそれのないものであること 

建築物

等の屋

上に表

示し，若

しくは

設置す

る広告

物等（以

下「屋上

広告物」

とい

う。） 

広告物等の

大きさ等 

  1 屋上広告物の

1面の面積が，

当該屋上広告

物を表示し，又

は設置する建

築物等の壁面

のうち面積が

最大のものの

面積の6分の1

以内であり，か

つ，当該建築物

等の屋上に表

示し，又は設置

する屋上広告

物の面積の合

計が当該建築

物等の壁面面

積の合計の6分

の1以内である

こと 

2 屋上広告物の

長さが，地上か

ら当該屋上広

告物の最下端

までの距離以

下で，かつ，5

メートル以内

であること 

1 屋上広告物の

1面の面積が，

当該屋上広告

物を表示し，又

は設置する建

築物等の壁面

のうち面積が

最大のものの

面積の3分の1

以内であり，か

つ，当該建築物

等の屋上に表

示し，又は設置

する屋上広告

物の面積の合

計が当該建築

物等の壁面面

積の合計の3分

の1以内である

こと 

2 屋上広告物の

長さが，地上か

ら当該屋上広

告物の最下端

までの距離以

下で，かつ，10

メートル以内

であること 

1 屋上広告物の

1面の面積が，

当該屋上広告

物を表示し，又

は設置する建

築物等の壁面

のうち面積が

最大のものの

面積の3分の1

以内であり，か

つ，当該建築物

等の屋上に表

示し，又は設置

する屋上広告

物の面積の合

計が当該建築

物等の壁面面

積の合計の3分

の1以内である

こと 

2 屋上広告物の

長さが，地上か

ら当該屋上広

告物の最下端

までの距離以

下で，かつ，20

メートル以内

であること 
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表示又は設

置の方法等 

1 同一の建築物

等に5個以上の

広告物等を表示

し，又は設置し

ないこと 

2 建築物等の壁

面の垂直直上面

を超えて突き出

すものでないこ

と 

自家用広告物

であること 

  

独立し

て地上

に表示

し、又は

設置す

る広告

物等（以

下「地上

広告物」

とい

う。） 

広告物等の

大きさ等 

  1 面積が次の要

件に適合する

ものであるこ

と 

(1) 地上広告

物が自家用

広告物であ

る場合にあ

っては，当該

地上広告物

の面積が，1

面につき5平

方メートル

以内で，か

つ，合計が10

平方メート

ル以内であ

ること 

(2) 地上広告

物が自家用

広告物以外

1 面積が次の要

件に適合する

ものであるこ

と 

(1) 地上広告

物が自家用

広告物であ

る場合にあ

っては，当該

地上広告物

の面積が，1

面につき30

平方メート

ル以内で，か

つ，合計が60

平方メート

ル以内であ

ること 

(2) 地上広告

物が自家用

広告物以外

1 面積が次の要

件に適合する

ものであるこ

と 

(1) 地上広告

物が自家用

広告物であ

る場合にあ

っては，当該

地上広告物

の面積が，1

面につき50

平方メート

ル以内で，か

つ，合計が

100平方メ

ートル以内

であること 

(2) 地上広告

物が自家用

広告物以外
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の広告物等

の場合にあ

っては，当該

地上広告物

の面積が，1

面につき5平

方メートル

以内で，か

つ，合計が10

平方メート

ル以内であ

ること。ただ

し，一個の広

告物等に複

数の屋外広

告物（面積が

5平方メート

ル以内のも

のに限る。）

を表示する

地上広告物

にあっては，

当該地上広

告物の面積

が，1面につ

き10平方メ

ートル以内

で，かつ，合

計が30平方

メートル以

内であるこ

の広告物等

の場合にあ

っては，当該

地上広告物

の面積が，1

面につき20

平方メート

ル以内で，か

つ，合計が40

平方メート

ル以内であ

ること 

2 地上から地上

広告物の最上

端までの距離

が15メートル

以内であるこ

と 

の広告物等

の場合にあ

っては，当該

地上広告物

の面積が，1

面につき40

平方メート

ル以内で，か

つ，合計が80

平方メート

ル以内であ

ること 

2 地上から地上

広告物の最上

端までの距離

が20メートル

以内であるこ

と 
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と。 

2 地上から地上

広告物の最上

端までの距離

が5メートル以

内であること 

表示又は設

置の方法等 

  自家用広告物

以外の広告物等

である場合にあ

っては，次の要件

に適合するもの

であること 

(1) 店舗，事

務所，工場等

（以下この

表において

「店舗等」と

いう。）の案

内誘導を目

的とするも

のであるこ

と 

(2) 誘導先で

ある店舗等

から5キロメ

ートル以内

に表示し，又

は設置する

ものである

こと 

(3) 同一の店
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舗等を誘導

先とする広

告物等を

500メート

ル以内に2個

以上表示し，

又は設置し

ないこと。た

だし，当該広

告物等から

500メート

ル以内にお

いて複数の

道が交差し

ている場合

にあっては，

この限りで

ない。 

備考 

１ 広告物等の面積の算出方法は，次によるものとする。 

(1) 平面状の屋外広告物にあっては，表示面（外わくの部分を含む。）又は屋外広

告物を掲出する物件（支柱等の部分を除く。）の１面ごとに算出した面積をそれぞ

れ当該屋外広告物の面積とする。 

(2) 曲面状，球面状又は円筒状の広告物等にあっては，表示方向から見た場合にお

ける当該広告物等の投影面積について前号の規定により算出した面積を当該広告

物等の面積とする。 

(3) １個の内容について複数の広告物等により表示する場合にあっては，一個の広

告物等につき第１号又は前号の規定により算出した面積に当該広告物等相互間の

空間の面積を加えた面積を当該広告物等の面積とする。 

(4) 電車若しくは自動車の車体又は建築物等の壁面に塗り書き，浮文字等により表

示する広告物等にあっては，当該文字の外わく線内の部分について第１号又は前号
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の規定により算出した面積を広告物等の面積とする。 

２ 面積を算出する場合において小数点第３位以下の端数があるときは，これを切り捨

てる。 

３ 自家用広告物とは，自己の氏名，名称、店名若しくは商標又は自己の事業若しくは

営業の内容を表示するため，自己の住所又は事業所，営業所若しくは作業場に表示し，

又は設置する広告物等をいう。 

 

別表第２ 適用除外の基準（第９条関係） 

（平15，３・平17，６・平19，３・平29，３・改正） 

区分 広告物等の大きさ等 表示又は設置の方法等 

条例第11条

第1項第4号

の基準 

1 防犯灯柱又は街路灯柱に表示する

屋外広告物にあっては，次の要件に

適合するものであること 

(1) 巻型のものにあっては，巻き幅

が0.9メートル以内で，かつ，長さ

が1.8メートル以内であること 

(2) そで型のものにあっては，幅が

0.5メートル以内，長さが1.8メート

ル以内及び防犯灯柱又は街路灯柱

から水平方向に突き出している部

分の長さが1メートル以内である

こと 

2 その他の施設又は物件に表示する

屋外広告物にあっては，表示面積が，

表示方向から見た場合における当該

施設又は物件の投影面積の10分の1

以内で，かつ，0.5平方メートル以内

であること 

1 同一の施設又は物件に3個以上の広

告物等を表示しないこと 

2 蛍光性，発光性又は反射効果を有す

る塗料又は材質を使用しないこと 

3 特殊照明装置を使用しないこと 

4 防犯灯柱及び街路灯柱に表示する

場合にあっては，次の要件に適合す

るものであること 

(1) 巻型のものにあっては，地上か

らその最下端までの距離が1.2メ

ートル以上であること 

(2) そで型のものにあっては，地上

からその最下端までの距離が2.5

メートル（広告物等が車道上に突

き出ている場合にあっては4.5メ

ートル）以上であること 

条例第11条

第2項第1号

の基準 

1 条例第4条各号に掲げる広告物等を

表示し，又は設置してはならない地

域又は場所にあっては，広告物等の

1 蛍光性，発光性又は反射効果を有す

る塗料又は材質を使用しないこと 

2 特殊照明装置を使用しないこと 
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面積の合計が，一つの住所，事業所，

営業所又は作業所につき7平方メー

トル以内であること 

2 その他の地域にあっては，広告物等

の面積の合計が，一つの住所，事業

所，営業所又は作業所につき15平方

メートル以内であること 

条例第11条

第2項第2号

の基準 

広告物等の面積の合計が，それぞれ

土地又は物件につき7平方メートル以

内であること 

1 蛍光性，発光性又は反射効果を有す

る塗料又は材質を使用しないこと 

2 特殊照明装置を使用しないこと 

条例第11条

第2項第5号

の基準 

1 電車にあっては，表示面積の合計

が，一の車両につき10平方メートル

以内であること 

2 乗合バス又は貸切りバスにあって

は，表示面積の合計が10平方メート

ル以内であること 

3 その他の自動車にあっては，表示面

積の合計が20平方メートル以内であ

ること 

1 車体に直接屋外広告物の内容を塗

り書きし，若しくは密着し，又は屋

外広告物をはり付けるものであるこ

と 

2 蛍光性，発光性又は反射効果を有す

る塗料又は材質を使用しないこと 

3 特殊照明装置を使用しないこと 

条例第11条

第2項第7号

の基準 

1 道標にあっては，1面の表示面積が1

平方メートル以内で，かつ，表示面

積の合計が4平方メートル以内であ

ること 

2 その他のものにあっては，表示面積

の合計が15平方メートル以内である

こと 

1 道標，案内図板その他公共的目的を

有する広告物等（以下この号におい

て「道標等」という。）の所有者が

自己の氏名，名称，店名若しくは商

標又は自己の事業若しくは営業の内

容を併せて表示する場合にあって

は，当該内容に係る面積の合計が当

該道標等の表示面積の5分の1以内で

あること 

2 蛍光性，発光性又は反射効果を有す

る塗料又は材質を使用しないこと 

3 特殊照明装置を使用しないこと 
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条例第11条

第2項第8号

の基準 

面積が1平方メートル以内であるこ

と 

1 広告物等の種類がはり紙又ははり

札等であること 

2 広告物等の表示者等の氏名又は名

称，住所及び表示した日を明記する

こと 

3 表示の期間が1月以内であること 

条例第11条

第2項第9号

の基準 

  1 仮囲いに直接屋外広告物の内容を

塗り書きし，若しくは密着し，又は

屋外広告物をはり付けるものである

こと 

2 営利を目的とするものでないこと 

3 蛍光性，発光性又は反射効果を有す

る塗料又は材質を使用しないこと 

4 特殊照明装置を使用しないこと 

条例第11条

第4項の基準 

1 はり紙又ははり札等にあっては，面

積が1平方メートル以内であること 

2 立て看板等にあっては，面積が3平

方メートル以内で，かつ，高さが3メ

ートル以内であること 

3 広告幕にあっては，次の要件に適合

するものであること 

(1) 懸垂状のものにあっては，幅が

1.8メートル以内で，かつ，長さが

20メートル以内であること 

(2) 横断状のものにあっては，幅が

0.9メートル以内であること 

(3) 広告旗にあっては，幅が0.6メー

トル以内で，かつ，長さが1.8メー

トル以内であること 

1 広告幕のうち道路を横断するもの

にあっては，地上からその最下端ま

での距離が4.5メートル以上である

こと 

2 広告物等の表示面に当該広告物等

の所有者又は管理者の氏名又は名

称，住所及び表示した日を明記する

こと（条例第11条第4項第4号に該当

する広告物等の場合を除く。） 

3 次に掲げる広告物等の種類の区分

に応じ，表示期間がそれぞれ当該各

号に定める期間内であること（条例

第11条第4項第5号に該当する広告物

等の場合を除く。） 

(1) はり紙 1月以内 

(2) 立て看板等 

ア 木製，金属製又はプラスチッ
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ク製で印刷等により屋外広告物

を直接表示したもの 4月以内 

イ その他のもの 1月以内 

(3) 広告幕 3月以内 

4 広告旗にあっては，地上からその最

上端までの距離が3メートル以内で

あること 

備考 

１ 広告物等の面積の算出方法は，次によるものとする。 

(1) 平面状の屋外広告物にあっては，表示面（外わくの部分を含む。）又は屋外広

告物を掲出する物件（支柱等の部分を除く。）の１面ごとに算出した面積を当該屋

外広告物の面積とする。 

(2) 曲面状，球面状又は円筒状の広告物等にあっては，表示方向から見た場合にお

ける当該広告物等の投影面積について前号の規定により算出した面積を当該広告

物等の面積とする。 

(3) 一個の内容を数個の広告物等により表示する場合にあっては，一個の広告物等

につき第１号又は前号の規定により算出した面積に当該広告物等相互間の空間の

面積を加えた面積を当該広告物等の面積とする。 

(4) 電車若しくは自動車の車体又は建築物等の壁面に塗り書き，浮文字等により表

示する広告物等にあっては，当該文字の外わく線内の部分について第１号又は前号

の規定により算出した面積を当該広告物等の面積とする。 

２ 面積を算出する場合において小数点第３位以下の端数があるときは，これを切り捨

てる。 

 

 

別表第３ 受講手数料の免除（第38条関係） 

（平17，３・平17，６・平19，３・改正） 

 

講習会の課程の一部を免除する者 

 

 

 

免除する課程 

 

 

 

免除する受

講手数料の

額 
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職業能力開発促進法に基づき，職業訓練指導

員免許（デザイン科の免許に限る。）を受けた

者又は職業訓練（デザイン科の職業訓練に限

る。）を修了した者 

 

屋外広告物の表示方法に関す

る課程 

 

 

 

500円

 

 

 

 

建築士法第2条第1項に規定する建築士 

 

広告物等の施工方法に関する

課程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

500円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気工事士法第2条第4項に規定する電気工

事士 

 

電気事業法第44条第1項に規定する第1種電

気主任技術者免状，第2種電気主任技術者免状

又は第3種電気主任技術者免状の交付を受けて

いる者 

 

職業能力開発促進法に基づき，職業訓練指導

員免許（帆布製品製造科の免許に限る。）を受

けた者，技能検定（帆布製品製造の技能検定に

限る。）に合格した者又は職業訓練（帆布製品

製造科の職業訓練に限る。）を修了した者 
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様式第１号（第11条関係） 

（平17，６・平31，３・改正） 

様式第２号（第11条関係） 

（平17，６・平31，３・改正） 

様式第３号（第11条関係） 

（平30，３・全改，平31，３・改正） 

様式第４号（第14条関係） 

（平19，３・改正，令元，６・改正） 

様式第５号（第18条関係） 

（平17，３・平17，６・平19，３・改正，令二，９・改正） 

様式第６号（第38条関係） 

（平17，３・改正，平17，６・旧様式第７号繰上・改正，平19，３・改正， 

令元，６・改正） 

様式第７号（第39条関係） 

（平17，３・改正，平17，６・旧様式第８号繰上・改正，平19，３・改正， 

令元，６・改正） 

様式第８号（第40条関係） 

（平17，６・追加，平19，３・改正） 

様式第９号（第41条関係） 

（平17，６・追加，平19，３・改正，令元，６・改正） 

様式第10号（第43条関係） 

（平17，６・追加，平19，３・改正，令二，９・改正） 


